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1. 調査体制 

 本調査研究における調査体制は次の通りである。 
 本調査研究の実施に当たって、中小企業基盤整備機構の支援担当者を加えた検討会を設置し、調

査に関わる基本的な事項や中小企業の国際化及び IT 関連業界の現状について検討を行い、調査研

究内容の充実を図った。 
  
（1）検討会委員（敬称略） 

神岡 太郎 （一橋大学商学研究科教授） 

八幡 和彦 （一橋大学商学研究科客員教授） 

細谷 竜一 （東軟信息技術学院 客員教授） 

斎藤  環 （中小企業基盤整備機構 新事業支援部 本部プロジェクトマネージャー） 

太田 光雄 （中小企業基盤整備機構経営基盤支援部 経営支援専門員） 

青山 和正 （中小企業基盤整備機構 経営支援情報センター シニアリサーチャー） 

鈴木 直志 （中小企業基盤整備機構 経営支援情報センター 統括ディレクター） 

 

（2）事務局 

紅林 弘道 （中小企業基盤整備機構経営支援情報センター リサーチャー） 

吉谷 千鶴 （中小企業基盤整備機構経営支援情報センター ディレクター） 
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2. 執筆者一覧 
 

 序 章 神岡太郎 
第１章 八幡和彦 
第２章 神岡太郎 
第３章 神岡太郎 
第４章 細谷竜一 
第５章 細谷竜一 
第６章 紅林弘道 
第７章 紅林弘道 
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3. 経営者向けアンケート 
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4. 開発者向けアンケート 
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5. 参考文献 

 

IPA 2004 年 『過去の情報政策と情報産業に関する調査・分析について 調査報告書』 

http://www.ipa.go.jp/about/e-book/itphist/pdf/report.pdf 

IPA/SEC 2006年 『ソフトウェア開発データ白書2006』 日経BP 

JISA 2002年 『新しいソフトウェア開発委託モデル契約書』 

http://www.jisa.or.jp/legal/contract_model2002.html 

JISA 2004年 『日中間におけるソフトウェア取引の動向とソフトウェア開発委託取引上の留意

点』 http://www.jisa.or.jp/report/2003/16-J001.pdf 

JISA 2005年 『情報サービス産業白書2005年版』 

http://www.jisa.or.jp/report/whitepaper2005.pdf 

JISA 2006年 『2006年版 情報サービス産業基本統計調査』 

http://www.jisa.or.jp/statistics/download/basic2006.pdf 

JISA他 2005年 『2005 年コンピュータソフトウェア分野における海外取引および外国人就労等

に関する実態調査』 http://www.jisa.or.jp/statistics/download/Findings2005.pdf 

Job Migration Task Force 2006年 『Globalization and Offshoring of Software』 ACM 

http://www.acm.org/globalizationreport/pdf/fullfinal.pdf 

S-openオフショア開発研究会 2004年 『ソフトウェア開発 オフショアリング完全ガイド』 日

経BP 

飯田哲郎 2003年 『絶対に成功する中国ITビジネス―中堅ソフトベンダー挑戦の軌跡』 日刊

工業新聞 

胡崑山（中国軟件行業協会） 2005年 『2005年我国軟件出口発展状況及機遇和挑戦』 

http://www.csia.org.cn/home/data/f20051220c.html 

経済産業省 2005年 『情報サービス産業の委託取引等に関する調査研究報告書』 

経済産業省 2006年 『通商白書2006』 http://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2006/index.html 

国連貿易開発会議（UNCTAD） 2004年 『World Investment Report 2004』 

http://www.unctad.org/en/docs/wir2004_en.pdf 

小山愼一 2006年 「動き始めたインドオフショア開発」 『DIR IT FOCUS』 2006年5月Vol. 5 

http://www.dir.co.jp/system/report/solution/06050103solution.pdf 

情報通信ソフト懇談会 2003年 『最終報告書』 

http://www.soumu.go.jp/s-news/2003/031225_8a.html 

関満博（編） 2006年 『現代中国の民営中小企業』 新評論 

関満博 2007年（予定） 『中国の産学連携』 新評論 

総務省 2006年 『情報通信白書』 

http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/cover/index.htm 

ソフトウェア海外調達研究会 2005年 『中国オフショア開発ガイド―ソフトウェアの海外調達
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法』 コンピュータ・エージ 

日本情報処理開発協会 2002年 『わが国IT開発拠点の中国移転に関する調査』 

http://www.icot.or.jp/FTS/REPORTS/H14-reports/H1503-AITEC-Report5/AITEC0203R4-html/

AITEC0203R4-ch1.htm 

日経BP社 2003年7月号『日経ITプロフェッショナル』 

何徳倫 2005年 『大連は燃えている―大連市のソフトウェア開発実情』 エスシーシー 
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6. インタビュー取材協力企業等一覧  
〔中国大連市〕 
大連永佳電子技術有限公司 http://www.informedia.net.cn/ 
大連毅信軟件有限公司 http://www.e-trust.com.cn/ 
大連中小ソフトウェア企業連合会 http://www.softnet.org.cn/ 
大連博倫徳電子有限公司 http://www.brand-e.jp/ 
大連合為科技有限公司 http://www.harvi.com.cn/ 
東軟集団有限公司 商用軟件事業部 http://www.neusoft.com/ 
アルパイン電子（中国）有限公司大連研究開発センター http://www.alpine.co.jp/ 
海輝軟件国際集団公司 http://www.hisoft.com/ 
大連愛特維爾信息技術有限公司 http://www.atwell.com.cn/ 
広州南天電脳系統有限公司大連分公司 http://www.nantiandl.com/ 
大連康百克数据庫工程有限公司 http://www.dalian-comeback.com/ 
大連ソフトウェアパーク http://www.dlsp.com.cn/ 
東軟信息技術学院 http://www.neusoft.edu.cn/ 
大連市信息産業局 http://www.dlbii.gov.cn/ 
 
〔日本〕 
ウィアー・エンジニアリング株式会社 http://www.wae.jp/ 
株式会社アイスクルー http://www.aithcrew.com/ 
株式会社HBA http://www.hba.co.jp/ 
株式会社NTTデータ九州 http://www.nttdata-kyushu.co.jp/ 
株式会社グローバル・パッセンジャー http://www.g-pass.co.jp/ 
株式会社テクノラボ http://www.techno-labo.co.jp/ 
株式会社トライテック http://www.tritek.co.jp/ 
株式会社ノーステクノロジー http://www.north-t.co.jp/ 
株式会社メディアラボ http://www.media-labo.co.jp/ 
財団法人さっぽろ産業振興財団 http://www.sec.or.jp/top/ 
サイゴン・システム・ソリューションズ株式会社 http://www.saigon-ss.com/ 
社団法人北海道 IT推進協会 http://www.hicta.or.jp/ 
東洋システム株式会社 http://www.toyosystem.co.jp/ 
北海道日本電気ソフトウェア株式会社（NECソフトウェア北海道）http://dnes.jp/ 

ほか多数の企業様にご協力いただきました。（順不同） 
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7. 用語集 

BPO Business Process Outsourcing。自社の業務の遂行に含まれるプロ

セスの全部または一部をアウトソースすること。例えば支払いや給

与計算などである。広義にはコールセンターとデータエントリーの

アウトソーシングも含む。 

ITES IT-Enabled Services。コールセンター、データエントリー、BPO な

どの内、ITを駆使することで可能となるサービス。 

ITアウトソーシング ITサービスのアウトソーシング。ITO。 

ITサービス 情報技術分野の専門家や技術者を必要とする技術サービス。カスタ

ムソフトウェア開発、情報システムの運用・保守、ソフトウェア技

術サポート、IT技術トレーニングを含む。 

QCD Quality（品質）、Cost（コスト）及びDelivery（納品あるいは納期）。

生産役務のパフォーマンスを示す基本的な指標。この 3 つはしばし

ば互いにトレードオフの関係にある。例えば、納期を適正なそれよ

りも短くすると品質とコストが悪化するといわれる。 

PMO Project Management Office。プロジェクト管理を専門に行う部署。

UML Unified Modeling Language。米Object Management Groupの商標。

統一モデリング言語。ソフトウェアの仕様書や設計書で用いること

ができる図の表記法及びモデリングに関する業界標準。Java や C++

といったオブジェクト指向プログラミング言語を用いた開発で多用

される。UMLに対応した開発ツールも多数存在する。また、日本の特

定非営利活動法人 UML モデリング推進協議会（UMTP/Japan）は日本

と中国で共通のUMLモデリング技能認定試験を展開している。 

アウトソーシング 生産や業務を自社及び自社関係会社以外の第三者に委託すること。

ただし実際には自社関係会社への委託を含めて言う場合もある。動

詞の場合は「アウトソースする」ともいう。 

委託契約 ソフトウェア開発取引における契約形態の一つ。請負契約。受発注

者間で開発案件別に見積もり、契約を行ったうえでプロジェクトチ

ームを編成し、受注側は発注側に対して要求された成果物を開発、

納品する。通常、受注側には瑕疵担保責任が伴う。 

オフショア 海を隔てた外国。陸で国境を接する国のない日本の場合、すべての

外国を指す。 
オフショア開発 ソフトウェアの開発をオフショアで行うこと。多くの場合コスト削

減または人手不足解消を目的として行われる。 
オンサイト作業 受注側の人員が、発注側の作業現場に出張あるいは常駐して作業す

ること。 
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情報サービス ITサービスとITES。 

ソフトウェアパーク ソフトウェア開発企業や情報サービス企業を集積した工業地区の中

国での呼称（中国語では「軟件園」）。特定の大学や企業が行政の認

可の下建設したものと、地方行政の主導により建設したものとがあ

る。しばしば入居企業に対する地方行政独自の追加優遇措置や行政

手続きのワンストップサービスなどを伴う。 

ソリューション 業務上の課題を解決するために必要となるすべての要素を組み合わ

せたもの。要素にはソフトウェア、ハードウェア、通信・ネットワ

ーク設備、運用ノウハウ、サポートサービスを含む。 

たいまつ計画 1988 年に開始したハイテク産業推進のための中国の国家プロジェク

ト。ソフトウェア産業の発展もミッションに含まれる。火炬計劃。 

ニアショア 自国と隣接する外国。オフショアほど遠くなく、アクセスがよくコ

ミュニケーションが容易な隣国という意味を含む。ただし日本の場

合は外国のことではなく、国内で本州から海を隔てた自国内の対岸

地域として、北海道、九州、沖縄などを指す場合もある。 
ラボ契約 ソフトウェア開発取引における契約形態の一つ。受注側の企業の一

定人数のメンバを一定期間発注側の専属とし、発注側の随時の指示

によってメンバが稼動する契約を結ぶ。 

離職率 基準となる雇用者数に対する、ある期間内に離職した雇用者数の割

合。雇用者数の基準や期間は統計によって異なる。一般に中国のソ

フトウェア企業の離職率をいう場合、その企業の一年間の平均もし

くは期初雇用者数に対する、その期間内に離職した雇用者数の割合

を指すことが多い。 
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独立行政法人 

中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 

経営支援情報センター 

 

〒105‐8453 東京都港区虎ノ門３－５－１（虎ノ門 37 森ビル） 

電話 ０３－５４７０－１５２１（直通） 

URL  http://www.smrj.go.jp/keiei/chosa/ 

 

 

 

本書の全体または一部を、無断で複写・複製することはできません。 

転載等をされる場合は、上記までお問い合わせ下さい。 

 



 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〒105-8453 東京都港区虎ノ門３－５－１ 虎ノ門３７森ビル 
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